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食品衛生法施行細則等の一部を改正する規則
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第１条 食品衛生法施行細則（昭和２３年愛媛県規則第６２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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規 則

改 正 後 改 正 前

別表（第３条関係） 別表（第３条関係）

検査分類 試 験 項 目 検体の量 単 位 金 額 検査分類 試 験 項 目 検体の量 単 位 金 額

１ 食品 定性試験 ５００グラ

ム以上

１項目 ２，９９０円 １ 食品 定性試験 ５００グラ

ム以上

１項目 ８１０円

定量試験 同 同 ７，０９０円 定量試験 同 同 ２，１４０円

物理試験 同 同 ３，３４０円 物理試験 同 同 ６１０円

異物試験 同 １検体 ４，１６０円 異物試験 同 １検体 １，１２０円

官能試験 同 同 ２，５００円 官能試験 同 同 ５００円

食品添加物試験 同 １項目 １２，５５０円 食品添加物試験 同 １項目 ４，７９０円

牛乳及び加工乳の

成分規格試験

同 １検体 １７，１００円 牛乳及び加工乳の

成分規格試験

同 １検体 １５，２９０円

残留農薬分析 １キログ

ラム以上

１項目 ２４，６６０円 残留農薬分析 １キログ

ラム以上

１項目 １０，１９０円

残留動物用医薬品

試験

同 同 ２４，６６０円 残留動物用医薬品

試験

５００グラ

ム以上

同 １１，２１０円

細 菌 検 査（生 菌

数、総菌数、大腸

菌群等）

同 ５，０７０円 細 菌 検 査（生 菌

数、総菌数、大腸

菌群等）

同 ８１０円

同（食中毒菌検査） 同 １０，９００円 同（食中毒菌検査） 同 ２，９５０円

同（毒素産生能試

験）

同 ５，０６０円 同（毒素産生能試

験）

同 １，４２０円
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（愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則の一部改正）

第２条 愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則（昭和２７年愛媛県規則第１７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

酵母及びかびの検

査

同 ３，６８０円 酵母及びかびの検

査

同 ８１０円

乳酸菌検査 １検体 ３，９２０円 乳酸菌検査 １検体 １，２２０円

２ 食品

添加物

性状試験 ２００グラ

ム以上

１検体 ２，５００円 ２ 食品

添加物

性状試験 ２００グラ

ム以上

１検体 ５００円

物理試験 同 １項目 ３，１２０円 物理試験 同 １項目 ６１０円

確認試験 同 同 ５，５６０円 確認試験 同 同 ９１０円

純度試験 同 同 １５，６４０円 純度試験 同 同 ２，０３０円

定量試験 同 同 ７，９６０円 定量試験 同 同 ２，１４０円

３ 食品

用器具

及び容

器包装

その他

物理試験 検査に必

要な量

１項目 ２，９００円 ３ 食品

用器具

及び容

器包装

その他

物理試験 ２個以上 １項目 ６１０円

定性試験 同 同 ２，９９０円 定性試験 同 同 ８１０円

定量試験 同 同 ５，９６０円 定量試験 同 同 ２，０３０円

規格試験 同 １検体 ２４，８３０円 規格試験 同 １検体 １３，２５０円

細菌検査 １項目 ５，０６０円 細菌検査 １項目 ８１０円

無菌試験 同 ９，１２０円 無菌試験 同 ３，１６０円

４ ＰＣ

Ｂ等環

境汚染

物質

残留分析 検査に必

要な量

１検体 ４４，４２０円 ４ ＰＣ

Ｂ等環

境汚染

物質

残留分析 検査に必

要な量

１検体 ２９，５６０円

５ 放射

能測定

ア ガンマ線核種

分析（３核種以

内）

� 灰化を要し

ないもの（液

体 試 料 を 除

く。）

� 灰化を要し

ないもの（液

体 試 料 に 限

る。）

検査に必

要な量

同

１検体

同

２３，６５０円

１８，０４０円

イ アの項試験項

目の欄に掲げる

ガンマ線核種分

析に合わせて行

うガンマ線核種

分析

同 １核種 ３，０００円

６ 毒性

検査

微生物試験 １検体 １７，８６０円 ５ 毒性

検査

動物試験 １検体 ５，４００円

７ 遺伝

子学的

検査

遺伝子増幅検査 １検体 ７，７９０円 ６ 遺伝

子学的

検査

遺伝子増幅検査 １検体 ５，１９０円

改 正 後 改 正 前

（成績書等の交付） （成績書等の交付）
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第２条 省略

２ 成績書等の謄本又は これらの翻訳文 は、依頼者の申請に

より交付することができる。

別表第１（第４条、第５条関係）

衛生環境研究所使用料表

第２条 省略
� �

２ 成績書等の謄本若しくはこれらのほん訳文は、依頼者の申請に

より交付することができる。

別表第１（第４条、第５条関係）

衛生環境研究所使用料表

検 査 分 類 試 験 項 目 検体の量 単 位
使用料金

額
検 査 分 類 試 験 項 目 検体の量 単 位

使用料金

額

１ 食品 省略 １ 食品 省略

残留農薬等又は残

留動物用医薬品等

の試験

１キログ

ラム以上

１項目 １６，０００円 残留農薬等又は残

留動物用医薬品等

の試験

１キログ

ラム以上

１項目 １４，７５０円

省略 省略

環境汚染物質残留

分析

検査に必

要な量

１項目 ３５，０００円 環境汚染物質残留

分析

検査に必

要な量

１項目 ３２，３８０円

省略 省略

２ 省略 ２ 省略

３ 食品用器

具及び容器

包装その他

省略 ３ 食品用器

具及び容器

包装その他

省略

消毒効力試験 １検体 ４，２８０円

省略 省略

４ 薬品及び

化粧品その

他

性状試験 ２００グラ

ム以上

１検体 １，９１０円 ４ 薬品及び

化粧品その

他

性状試験 ２００グラ

ム以上

１検体 １，２１０円

省略 省略

定量試験（機器分

析によるもの）

同 同 ２２，５００円 定量試験（機器分

析によるもの）

同 同 ２０，４１０円

定量試験（その他

のもの）

同 同 ５，０００円 定量試験（その他

のもの）

同 同 ４，２９０円

異物試験 同 １検体 ２，０００円 異物試験 同 １検体 １，５８０円

生理処理用品基準

試 験（医 薬 部 外

品）

３０個以上 同 １４，７５０円 生理処理用品基準

試 験（医 薬 部 外

品）

３０個以上 同 ８，７５０円

同（医療機器） 同 同 １６，５３０円 同（医療機器） 同 同 １１，８５０円

無菌試験 １項目 １６，３００円 無菌試験 １項目 ３，８７０円

５ 家庭用品 物理試験 適当量 １項目 ３，２６０円 ５ 家庭用品 物理試験 適当量 １項目 ２，３４０円

確認試験 同 同 ８，０４０円 確認試験 同 同 ６，８９０円

定量試験（機器分

析によるもの）

同 同 ２６，３５０円 定量試験（機器分

析によるもの）

同 同 ２１，２４０円

省略 省略

６ 省略 ６ 省略

７ 環境衛生

測定

定性試験 １項目 １，３７０円

定量試験 同 ３，７７０円

物理試験 同 １，３２０円

落下細菌検査 １件 ９２０円

７ 省略 ８ 省略

８ 水道水 ア～キ 省略 ９ 水道水 ア～キ 省略

ク クリプトスポ

リジウムオーシ

スト検査

適当量 １検体 ３５，９５０円 ク クリプトスポ

リジウムオーシ

スト検査

適当量 １検体 ３１，３００円
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ケ 農薬分析 同 １項目 １６，７６０円 ケ 農薬分析 同 １項目 １２，１７０円

９ プ ー ル

水、海水浴

場水、公衆

浴場水等

遊泳用プール水質

基準試験（理化学

試験）

１リット

ル

１検体 ２，６００円 １０ プ ー ル

水、海水浴

場水、公衆

浴場水等

遊泳用プール水質

基準試験（理化学

試験）

１リツト

ル

１検体 ２，０３０円

省略 省略

同（消毒副生成物

試験）

適当量 １項目 ３，８６０円 同（消毒副生成物

試験）

適当量 １項目 ３，１６０円

省略 省略

１０ 地下水、

河川、海水

等

省略 １１ 地下水、

河川、海水

等

省略

生物化学的酸素要

求量試験

１リット

ル

１検体 ４，０７０円 生物化学的酸素要

求量試験

１リット

ル

１検体 ３，５６０円

省略 省略

農薬分析 適当量 １項目 １６，７６０円 農薬分析 適当量 １項目 １２，１７０円

１１ 下水又は

し尿処理放

流水

省略 １２ 下水又は

し尿処理放

流水

省略

生物化学的酸素要

求量試験

同 １検体 ４，０７０円 生物化学的酸素要

求量試験

同 １検体 ３，５６０円

省略 省略

１２ 省略 １３ 省略

１３ 省略 １４ 省略

１４ 毒性検査 微生物試験 １検体 １８，２１０円 １５ 毒性検査 微生物試験 １検体 １０，８３０円

１５ 省略 １６ 省略

１６ 省略 １７ 省略

１７ 省略 １８ 省略

１８ 省略 １９ 省略

１９ 省略 ２０ 省略

２０ 免疫学的

検査（脳死

及び心停止

後の臓器提

供者検査以

外のもの）

エンザイムイムノ

アッセイ検査

１検体

１項目

２，３００円 ２１ 免疫学的

検査（脳死

及び心停止

後の臓器提

供者検査以

外のもの）

エンザイムイムノ

アッセイ検査

１検体

１項目

１，８８０円

省略 省略

２１ 省略 ２２ 省略

２２ 省略 ２３ 省略

２３ 省略 ２４ 省略

２４ 省略 ２５ 省略

２５ 省略 ２６ 省略

２６ 文書料 １枚に

つき

６００円 ２７ 文書料 １枚に

つき

５００円

別表第２（第４条関係）

第２条第２項の規定による成績書等の謄本及び翻訳文に係る文

書料

１ 謄本 １枚につき ６００円

２ 翻訳文 １枚につき ６００円

第１号様式の２（第１条関係） 水道水水質試験委託書

（表）

省略

別表第２（第４条関係）

第２条第２項の規定による成績書等の謄本、ほん訳文及び鑑定

書料

１ 謄本 １枚につき ５００円

２ ほん訳文 １枚につき ５００円

第１号様式の２（第１条関係） 水道水水質試験委託書

（表）

省略

省略 省略
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（愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料に関する規則の一部改正）

第３条 愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料に関する規則（昭和３０年愛媛県規則第４２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

備考

�～� 省略

� 試験件数の欄中「理化学（項目別）」とあるのは項目別

理化学試験を、「理化学（７項目）」とあるのは愛媛県立

衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則（昭和２７年

愛媛県規則第１７号）別表第１ ８の部イの項試験項目の欄

に掲げる理化学試験をいう。

�・� 省略

（裏） 省略

備考

�～� 省略

� 試験件数の欄中「理化学（項目別）」とあるのは項目別

理化学試験を、「理化学（７項目）」とあるのは愛媛県立

衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則（昭和２７年

愛媛県規則第１７号）別表第１ ９の部イの項試験項目の欄

に掲げる理化学試験をいう。

�・� 省略

（裏） 省略

改 正 後 改 正 前

愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料条例（昭和３０年愛媛県

条例第２６号。以下「条例」という。）第３条の規定に基づき、愛媛

県産業技術研究所の使用料及び手数料の額を次のとおり定める。

使 用 料

愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料条例（昭和３０年愛媛県

条例第２６号。以下「条例」という。）第３条の規定に基づき、愛媛

県産業技術研究所の使用料及び手数料の額を次のとおり定める。

使 用 料

区分 種別 細 別 単位 金 額 備考 区分 種別 細 別 単位 金 額 備考

技術

開発

関係

機械金

属用機

器

１～２０ 省略 技術

開発

関係

機械金

属用機

器

１～２０ 省略

２１ イオン窒化炉 １時間 １，９９０円 ２１ イオン窒化炉 １時間 ２，１００円

２２～２５ 省略 ２２～２５ 省略

２６ 迅速熱伝導率計 １時間 ４２０円 ２６ 迅速熱伝導率計 １時間 ５２０円

２７～３５ 省略 ２７～３５ 省略

３６ 精密三次元座標

測定機

１時間 ４２０円

３６ Ｘ線マイクロア

ナライザー

１時間 ７３０円 ３７ Ｘ線マイクロア

ナライザー

１時間 ８４０円

３７ 酸素窒素同時分

析装置

１時間 １，４７０円 ３８ 酸素窒素同時分

析装置

１時間 １，５７０円

３８ 放電プラズマ焼

結機

１時間 ２，５２０円 ３９ 放電プラズマ焼

結機

１時間 ２，７３０円

３９ 省略 ４０ 省略

４０ 省略 ４１ 省略

４１ 省略 ４２ 省略

４２ 省略 ４３ 省略

４３ 省略 ４４ 省略

４４ 省略 ４５ 省略

４５ 省略 ４６ 省略

電子用

機器

１～４ 省略 電子用

機器

１～４ 省略

５ デジタルパワー

メーター

１時間 ４２０円 ５ デジタルパワー

メーター

１時間 ５２０円

６ 直流安定化電源 １時間 ６３０円 ６ 直流安定化電源 １時間 ７３０円

７～９ 省略 ７～９ 省略

１０ シールド効果評

価器

１時間 ４２０円

１０ 省略 １１ 省略
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１２ オシロスコープ １時間 ５２０円

１１ 省略 １３ 省略

１２ 省略 １４ 省略

１３ 省略 １５ 省略

１４ 複合環境試験装

置

１時間 ９４０円 １６ 複合環境試験装

置

１時間 １，１５０円

１５ 冷熱衝撃試験装

置

１時間 ９４０円 １７ 冷熱衝撃試験装

置

１時間 １，１５０円

１６ 省略 １８ 省略

１７ 省略 １９ 省略

２０ ＦＦＴアナライ

ザー

１時間 ４２０円

１８ 省略 ２１ 省略

２２ 三次元表面粗さ

計

１時間 １，４７０円

１９ 省略 ２３ 省略

２０ 省略 ２４ 省略

２１ 省略 ２５ 省略

２２ 省略 ２６ 省略

２３ 省略 ２７ 省略

２４ 省略 ２８ 省略

２５ 省略 ２９ 省略

２６ 省略 ３０ 省略

２７ 省略 ３１ 省略

２８ 省略 ３２ 省略

２９ 省略 ３３ 省略

３０ 省略 ３４ 省略

３１ 省略 ３５ 省略

３２ 省略 ３６ 省略

３３ 電力充放電シス

テム

１時間 ８４０円 ３７ 電力充放電シス

テム

１時間 １，０５０円

３４ 防爆型恒温槽 １時間 ５２０円

３５ マイクロ波ネッ

トワークアナライ

ザー

１時間 ４２０円

化学用

機器

１ 省略 化学用

機器

１ 省略

２ 測色色差計 １時間 ５２０円

２ 省略 ３ 省略

３ 省略 ４ 省略

４ 省略 ５ 省略

５ 省略 ６ 省略

６ 押出し成形機 １時間 １，７８０円 ７ 押出し成形機 １時間 １，８９０円

７ 耐候試験機 １時間 ６３０円 ８ 耐候試験機 １時間 ７３０円

８ 省略 ９ 省略

９ 省略 １０ 省略
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１１ 微少平面曲面光

度計

１時間 ５２０円

１０ 省略 １２ 省略

１１ 省略 １３ 省略

１２ 省略 １４ 省略

１３ 省略 １５ 省略

１４ 省略 １６ 省略

１５ 省略 １７ 省略

１６ 省略 １８ 省略

１７ 省略 １９ 省略

１８ 射出成形機 １時間 １，５７０円 ２０ 射出成形機 １時間 １，７８０円

１９ ホットプレス １時間 １，２６０円 ２１ ホットプレス １時間 １，３６０円

２０ 省略 ２２ 省略

２１ 省略 ２３ 省略

２２ 省略 ２４ 省略

２３ 省略 ２５ 省略

２４ 省略 ２６ 省略

２５ 混練性試験機 １時間 ９４０円 ２７ 混練性試験機 １時間 １，０５０円

２８ ゼータ電位測定

装置

１時間 ８４０円

２６ ＩＣＰ発光分光

分析装置

１時間 １，７８０円 ２９ ＩＣＰ発光分光

分析装置

１時間 １，８９０円

２７ ＨＰＬＣ／質量

分析計

１時間 １，７８０円 ３０ ＨＰＬＣ／質量

分析計

１時間 １，８９０円

２８ 高分解能観察装

置

１時間 ７３０円 省略 ３１ 高分解能観察装

置

１時間 ８４０円 省略

２９ 省略 ３２ 省略

３０ 省略 ３３ 省略

３１ 省略 ３４ 省略

３２ 省略 ３５ 省略

３３ 省略 ３６ 省略

３４ 省略 ３７ 省略

３５ 省略 ３８ 省略

３６ 省略 ３９ 省略

３７ 省略 ４０ 省略

３８ ＭＡＬＤＩ飛行

時間質量分析計

１時間 ５２０円 ４１ ＭＡＬＤＩ飛行

時間質量分析計

１時間 ６３０円

３９ 省略 ４２ 省略

４０ 走査型プローブ

顕微鏡

１時間 ４２０円

食品

産業

関係

食品加

工用機

器

１～９ 省略 食品

産業

関係

食品加

工用機

器

１～９ 省略

１０ 搾汁機 １時間 ７３０円 １０ 搾汁機 １時間 ４２０円

１１～２２ 省略 １１～２２ 省略

２３ 高速液体クロマ

トグラフ

１時間 ４２０円 ２３ 高速液体クロマ

トグラフ

１時間 ５２０円
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２４～３０ 省略 ２４～３０ 省略

３１ 恒温恒湿器 １時間 ４２０円 ３１ 恒温恒湿器 １時間 ５２０円

３２～４１ 省略 ３２～４１ 省略

４２ 竹輪焼機 １時間 ５２０円 ４２ 竹輪焼機 １時間 ６３０円

４３・４４ 省略 ４３・４４ 省略

４５ 微量機能性成分

測定機

１時間 ５２０円 ４５ 微量機能性成分

測定機

１時間 ６３０円

４６ 純水製造機 １時間 ５２０円 ４６ 純水製造機 １時間 ６３０円

４７ ヘッドスペース

ＧＣ―ＭＳ

１時間 ７３０円 ４７ ヘッドスペース

ＧＣ―ＭＳ

１時間 ８４０円

４８～５１ 省略 ４８～５１ 省略

５２ マイクロプレー

ト吸光度測定装置

１時間 ４２０円 ５２ マイクロプレー

ト吸光度測定装置

１時間 ５２０円

５３ 細胞培養装置 １時間 ４２０円 ５３ 細胞培養装置 １時間 ５２０円

５４ 省略 ５４ 省略

５５ 誘電フリーザー １時間 ６３０円 ５５ 誘電フリーザー １時間 ７３０円

５６ 省略 ５６ 省略

５７ 乾燥機 １時間 ５２０円 ５７ 乾燥機 １時間 ６３０円

５８・５９ 省略 ５８・５９ 省略

６０ スチームコンベ

クションオーブン

１時間 ７３０円 ６０ スチームコンベ

クションオーブン

１時間 ８４０円

６１ インキュベータ

ー

１時間 ４２０円 ６１ インキュベータ

ー

１時間 ５２０円

６２・６３ 省略 ６２・６３ 省略

６４ 真空式ドラムド

ライヤ

１時間 １，１５０円 ６４ 真空式ドラムド

ライヤ

１時間 １，０５０円

６５ 冷風乾燥機 １時間 ４２０円

６６ パルパー搾汁機 １時間 ７３０円

６７ マイクロ波減圧

蒸留装置

１時間 ４２０円

６８ バイオクリーン

ベンチ

１時間 ４２０円

窯業

関係

焼成が

ま及び

炉

１ 省略 窯業

関係

焼成が

ま及び

炉

１ 省略

２ 電気炉 １回 ５，１４０円 １３キ

ロ ワ

ット

２ 電気炉 １回 ４，０９０円 １２キ

ロ ワ

ット

３ 省略 ３ 省略

４ 焼結試験装置 １回 １，０５０円

５ ガス炉 １回 ６，５１０円 ０．４立

方 メ

ー ト

ル

６ ガス炉 １回 ３，６７０円 ０．１立

方 メ

ー ト

ル

窯業用

機器

１～２３ 省略 窯業用

機器

１～２３ 省略

２４ 高速混合混練機 １時間 ４２０円 ２４ 高速混合混練機 １時間 ５２０円
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２５～２７ 省略 ２５～２７ 省略

２８ 表面積・細孔分

布測定器

１時間 ４２０円 ２８ 表面積・細孔分

布測定器

１時間 ５２０円

２９ 焼結試験装置 １時間 ４２０円

２９ 省略 ３０ 省略

３０ 省略 ３１ 省略

３１ 陶磁器分光光度

計システム

１時間 ４２０円 ３２ 陶磁器分光光度

計システム

１時間 ５２０円

３２ 省略 ３３ 省略

３３ 省略 ３４ 省略

３４ 省略 ３５ 省略

３５ プロッター １時間 ３，４６０円

３６ フレットミル １時間 ４２０円

３７ 遊星ミル １時間 ６３０円

３８ 振動ふるい １時間 ４２０円

３９ 大型乾燥機 １時間 ５２０円

繊維

産業

関係

染織用

機器

１～６ 省略 繊維

産業

関係

染織用

機器

１～６ 省略

７ 多色染型高温高

圧チーズ染色機

１時間 １，１５０円 ７ 多色染型高温高

圧チーズ染色機

１時間 １，０５０円

８ 高温高圧製品染

色処理機

１時間 ９４０円 ８ 高温高圧製品染

色処理機

１時間 ８４０円

９・１０ 省略 ９・１０ 省略

１１ 染色乾燥仕上加

工機

１時間 ８４０円 １１ 染色乾燥仕上加

工機

１時間 ７３０円

１２～１７ 省略 １２～１７ 省略

１８ オーバーマイヤ

ー染色機

１時間 ６３０円 １８ オーバーマイヤ

ー染色機

１時間 ５２０円

１９～２５ 省略 １９～２５ 省略

２６ 洗濯試験機 １時間 ９４０円

紙産

業関

係

省略 紙産

業関

係

省略

研修室 １時間 １，９６０円 研修室 １時間 １，７２０円

控室 １時間 ２３０円 控室 １時間 １６０円

会議室 １時間 ２３０円 会議室 １時間 １６０円

製紙用

機器

１～３ 省略 製紙用

機器

１～３ 省略

４ 抄紙機 １時間 １２，３９０円 ４ 抄紙機 １時間 １２，１８０円

５～２２ 省略 ５～２２ 省略

２３ 試験用パルパー １時間 ９４０円 ２３ 試験用パルパー １時間 １，０５０円

２４・２５ 省略 ２４・２５ 省略

紙加工

用機器

１ 省略 紙加工

用機器

１ 省略

２ 多目的不織布製

造装置

１時間 ７，６６０円 ２ 多目的不織布製

造装置

１時間 ７，７７０円

３～７ 省略 ３～７ 省略

８ カラー印刷機 １時間 ８４０円

９ 写真撮影システ

ム

１時間 ５２０円

８ 省略 １０ 省略
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９ 省略 １１ 省略

１０ 省略 １２ 省略

１１ マルチコーター １時間 ５，４６０円 １３ マルチコーター １時間 ４，９３０円

１２ 省略 １４ 省略

１３ 省略 １５ 省略

１４ 省略 １６ 省略

物理試

験用機

器

１ 伸縮度試験機 １時間 １，７８０円 物理試

験用機

器

１ 伸縮度試験機 １時間 １，６８０円

２～５ 省略 ２～５ 省略

６ 剛度試験機 １時間 ５２０円 ６ 剛度試験機 １時間 ４２０円

７～２５ 省略 ７～２５ 省略

２６ 自動細孔測定装

置

１時間 ５２０円 ２６ 自動細孔測定装

置

１時間 ６３０円

２７ 粒度分布測定装

置

１時間 ４２０円 ２７ 粒度分布測定装

置

１時間 ５２０円

２８～３４ 省略 ２８～３４ 省略

化学試

験用機

器

１～９ 省略 化学試

験用機

器

１～９ 省略

１０ 蛍光Ｘ線分析装

置

１時間 ８４０円 １０ 蛍光Ｘ線分析装

置

１時間 ７３０円

１１ 低真空走査型電

子顕微鏡

１時間 １，６８０円 １１ 低真空走査型電

子顕微鏡

１時間 １，５７０円

１２～３６ 省略 １２～３６ 省略

省略 省略

注 省略

手 数 料

注 省略

手 数 料

区分 種別 細 別 単位
金 額

区分 種別 細 別 単位
金 額

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

円 円 円 円 円 円

技術

開発

関係

試験 １ 金属類に関

する試験

�・� 省略

� 組織 １件 ４，６２０ ４，４１０ ３，６７０

技術

開発

関係

試験 １ 金属類に関

する試験

�・� 省略

� 組織 １件 ５，０４０ ４，４１０ ４，０９０

２ 機械類に関

する試験

� 長さ

�・� 省略

� 形状

�・� 省略

１件

１件

省略

省略

２ 機械類に関

する試験

� 長さ

�・� 省略

� 形状

�・� 省略

１件

１件

５，６７０ 省略

５，４６０ 省略

３～８ 省略 ３～８ 省略

省略 省略

食品

産業

関係

試験 １ 食品類に関

する試験

� 微生物

� 省略

� 食品添加

物

�・� 省略

１件

１件

１０，０８０

９，５５０

７，０３０

４，７２０

省略

２，６２０

食品

産業

関係

試験 １ 食品類に関

する試験

� 微生物

� 省略

� 食品添加

物

�・� 省略

１件

１件

１０，０８０

９，５５０

７，１４０

４，７２０

省略

２，７３０

２ 省略 ２ 省略
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窯業

関係

試験 １ 省略 窯業

関係

試験 １ 省略

２ 一般物理的

性能試験

� 粉末細度

�～� 省略

１件 ４，９３０ 省略

２ 一般物理的

性能試験

� 粉末細度

�～� 省略

１件 ５，０４０ 省略

３ 耐火度試験 １件 １０，１８０ ３ 耐火度試験 １件 ９，９７０

４ 省略 ４ 省略

５ 耐寒度試験 １件 ９，７６０ ５ 耐寒度試験 １件 １０，９２０

６ 省略 ６ 省略

７ 焼成試験

� ガス炉

� 電気炉

１件

１件

２７，８２０

２２，３６０

１３，９６０

７ 焼成試験

� ガス炉

� 電気炉

１件

１件

２７，８２０

２２，０５０

はい

土、

ゆう

薬、

顔料

等調

製及

び加

工

は い 土、ゆ う

薬、顔料等調製

及び加工

１件 ２５，９３０ はい

土、

ゆう

薬、

顔料

等調

製及

び加

工

は い 土、ゆ う

薬、顔料等調製

及び加工

１件 ２５，５１０

省略 省略

繊維

産業

関係

省略 繊維

産業

関係

省略

染織

整理

等試

作加

工

１ 精練漂白

� 綿、化学

合成繊維

� 省略

１キロ

グラム

６３０ 省略

染織

整理

等試

作加

工

１ 精練漂白

� 綿、化学

合成繊維

� 省略

１キロ

グラム

５２０ 省略

２ 染色

� 省略

� 絹糸

� 化学合成

繊維糸

� チーズ染

色乾燥

� 後染加工

� なつ染

� 省略

１キロ

グラム

１キロ

グラム

１キロ

グラム

１キロ

グラム

１メー

トル

１，８９０

１，１５０

１，０５０

１，２６０

１，３６０

７３０

７３０

１，０５０

３，１５０

１，０５０

６３０

省略

省略

２，３１０

２ 染色

� 省略

� 絹糸

� 化学合成

繊維糸

� チーズ染

色乾燥

� 後染加工

� なつ染

� 省略

１キロ

グラム

１キロ

グラム

１キロ

グラム

１キロ

グラム

１メー

トル

１，７８０

１，０５０

９４０

１，２６０

１，３６０

７３０

６３０

９４０

３，０４０

９４０

５２０

省略

省略

２，２００

３ より糸

� 省略

� もろより

�・� 省略

１キロ

グラム

１，２６０ １，０５０ ９４０

３ より糸

� 省略

� もろより

�・� 省略

１キロ

グラム

１，２６０ １，０５０ ８４０

４・５ 省略 ４・５ 省略

省略 省略

省略 省略

共通 分析 １ 定性分析 １成分 ５，０４０ 省略 共通 分析 １ 定性分析 １成分 ５，１４０ 省略

２ 省略 ２ 省略
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（愛媛県家畜種付手数料規則の一部改正）

第４条 愛媛県家畜種付手数料規則（昭和３１年愛媛県規則第４５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県保健所使用料規則の一部改正）

第５条 愛媛県保健所使用料規則（昭和３３年愛媛県規則第４１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県農林水産研究所使用規則の一部改正）

第６条 愛媛県農林水産研究所使用規則（昭和３８年愛媛県規則第５８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

３ 特殊分析 １成分 １８，６９０ ４，６２０ ３ 特殊分析 １成分 １８，６９０ ５，０４０

謄本 謄本 １部又

は１枚

６００ 謄本 謄本 １部又

は１枚

５００

注 省略 注 省略

改 正 後 改 正 前

別表 別表

畜種 精 液 料 注 入 料 自然種

付料

畜種 精 液 料 注 入 料 自然種

付料

乳牛 ― 省略 乳牛 １㏄につき ４００円 省略

和牛 ― 省略 和牛 １㏄につき ３００円 省略

馬 ― １回につき １，４８０円 ― 馬 １回につき ５００円 １回につき ３００円 １，３２０円

豚 １回につき １，０１０円 １回につき １，４８０円 省略 豚 １回につき １，０１０円 １回につき １，４２０円 省略

めん

羊

― １回につき １，４８０円 ― めん

羊

１回につき ２００円 １回につき ２２０円 ４００円

山羊 ― １回につき １，４８０円 ― 山羊 １回につき ２００円 １回につき ２２０円 ４００円

改 正 後 改 正 前

保健所使用料条例（昭和２３年愛媛県条例第３８号）第２条の規定に

基づく使用料の額は、次のとおりとする。

１・２ 省略

３ 診断書料及び文書料 １部につき ６００円

保健所使用料条例（昭和２３年愛媛県条例第３８号）第２条の規定に

基く 使用料の額は、次のとおりとする。

１・２ 省略

３ 診断書料及び文書料 １部につき ５００円

改 正 後 改 正 前

別表（第１７条関係）

１ 分析等に係る使用料

別表（第１７条関係）

１ 分析等に係る使用料

種別 細別 単位 金額 種別 細別 単位 金額

肥料の定量分析 水分分析 １件につき １，１９０円 肥料の定量分析 水分分析 １件につき ３００円

窒素分析 １件につき ４，３９０円 窒素分析 １件につき ３００円

りん酸分析 １件につき ４，２６０円 りん酸分析 １件につき ６１０円

加里分析 １件につき ５，２９０円 加里分析 １件につき ７１０円

苦土分析 １件につき ５，２９０円 苦土分析 １件につき ７１０円

マンガン分析 １件につき ５，２９０円 マンガン分析 １件につき ７１０円

ほう素分析 １件につき ４００円

けい酸分析 １件につき ４００円

アルカリ分分析 １件につき ４，３８０円 アルカリ分分析 １件につき ４００円
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省略 省略

肥料の定性分析 １件につき ３００円

肥料の鑑定 １件につき ６１０円

土壌の定量分析 土壌の定量分析 水分分析 １件につき ３００円

窒素分析 １件につき ４，２１０円 窒素分析 １件につき ３００円

有効態りん酸分析 １件につき ３，２００円 有効態りん酸分析 １件につき ４００円

置換性加里分析 １件につき ４，１８０円 置換性加里分析 １件につき ５００円

置換性石灰分析 １件につき ４，１８０円 置換性石灰分析 １件につき ４００円

置換性苦土分析 １件につき ４，１８０円 置換性苦土分析 １件につき ４００円

置換性マンガン分析 １件につき ４，１８０円 置換性マンガン分析 １件につき ４００円

易還元態マンガン分

析

１件につき ３００円

遊離酸化鉄分析 １件につき ４００円

腐植分析 １件につき ４，２１０円 腐植分析 １件につき ２００円

水素イオン濃度分析 １件につき １，３４０円 水素イオン濃度分析 １件につき ３００円

置換酸度分析 １件につき １００円

りん酸吸収係数分析 １件につき ４，１１０円 りん酸吸収係数分析 １件につき ３００円

塩基置換容量分析 １件につき ６１０円

置換性全塩基分析 １件につき ４００円
とう た

淘汰分析 １件につき ５００円

省略 省略

土壌の定性分析 １件につき ２００円

木材の材質試験 含水率測定 １件につき ４，９４０円 木材の材質試験 含水率測定 １件につき ４，９００円

収縮率測定 １件につき ６，７２０円 収縮率測定 １件につき ６，６００円

吸水量測定 １件につき ６，７２０円 吸水量測定 １件につき ６，６００円

木材の強度試験 圧縮試験 １件につき ７，３５０円 木材の強度試験 圧縮試験 １件につき ７，３００円

引張り試験 １件につき ７，３５０円 引張り試験 １件につき ７，３００円

曲げ試験 １件につき ７，３５０円 曲げ試験 １件につき ７，３００円

せん断試験 １件につき ７，３５０円 せん断試験 １件につき ７，３００円

衝撃曲げ試験 １件につき ６，６２０円 衝撃曲げ試験 １件につき ６，６００円

硬さ試験 １件につき ７，３５０円 硬さ試験 １件につき ７，３００円

くぎ引抜き抵抗試験 １件につき ７，４６０円 くぎ引抜き抵抗試験 １件につき ７，４００円

はく離試験 １件につき ８，３００円 はく離試験 １件につき ９，１００円

面内せん断試験 １件につき １８，６９０円 面内せん断試験 １件につき １９，２００円

水の化学分析 ＰＨ測定 １件につき １，６８０円 水の化学分析 ＰＨ測定 １件につき １，７００円

無機イオン分析 １件につき １８，２７０円 無機イオン分析 １件につき １８，１００円

土壌物理性測定 粒径組成測定 １件につき １８，０６０円 土壌物理性測定 粒径組成測定 １件につき １７，８００円

透水試験 １件につき ８，５１０円 透水試験 １件につき ８，３００円

土質試験 一面せん断試験 １件につき １１，６６０円 土質試験 一面せん断試験 １件につき １１，６００円

土壌養分分析 ＰＨ測定 １件につき ９，２４０円 土壌養分分析 ＰＨ測定 １件につき ９，２００円

全炭素、全窒素分析 １件につき １２，０８０円 全炭素、全窒素分析 １件につき １２，０００円

置換性塩基分析 １件につき １０，７１０円 置換性塩基分析 １件につき １０，５００円

造林用苗木の品

種分析

ＤＮＡ分析 １件につき ２，９７０円 造林用苗木の品

種分析

ＤＮＡ分析 １件につき ３，１００円
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（愛媛県心と体の健康センター使用料及び手数料規則の一部改正）

第７条 愛媛県心と体の健康センター使用料及び手数料規則（昭和４７年愛媛県規則第６７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

１ この規則は、平成２５年４月１日から施行する。

２ 第２条の規定による改正後の愛媛県立衛生環境研究所の使用及び使用料に関する規則別表第１及び別表第２の規定並びに第６条の規定

による改正後の愛媛県農林水産研究所使用規則別表１の表の規定は、この規則の施行の日以後の試験等又は分析等の依頼に係る使用料に

ついて適用し、同日前の試験等又は分析等の依頼に係る使用料については、なお従前の例による。

�愛媛県規則第２２号
愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例施行規則（平成１９年愛媛県規則第１８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

省略 省略

２ 省略 ２ 省略

改 正 後 改 正 前

（手数料の額）

第３条 手数料の額は、次の各号に掲げる区分により、それぞれ当

該各号に定める額とする。

� 省略

� 診断書（記載内容が簡単なもの）１件につき ６００円

（手数料の額）

第３条 手数料の額は、次の各号に掲げる区分により、それぞれ当

該各号に定める額とする。

� 省略

� 診断書（記載内容が簡単なもの）１件につき ５００円

改 正 後 改 正 前

（事業税の不均一課税の対象となる法人又は個人）

第４条 条例第３条第１項の知事が定める法人は、常時雇用する労

働者の数が次条第１項第１号に規定する適用対象事業年度終了の

日現在において５０人未満であって、同日において雇用保険法第５

条第１項の適用事業の事業主である法人とする。

２ 条例第３条第２項の知事が定める個人は、常時雇用する労働者

の数が次条第１項第１号に規定する適用対象年の末日（年の中途

において個人の行う事業を廃止した場合には、当該事業の廃止の

日。以下同じ。）現在において５０人未満であって、同日において

雇用保険法第５条第１項の適用事業の事業主である個人とする。

様式第１号（第５条関係） 障害者雇用事業税不均一課税申告書

様式第１号（その１）（法人用）

（事業税の不均一課税の対象となる法人又は個人）

第４条 条例第３条第１項の知事が定める法人は、常時雇用する労

働者の数が次条第１項第１号に規定する適用対象事業年度終了の

日現在において５５人以下であって、同日において雇用保険法第５

条第１項の適用事業の事業主である法人とする。

２ 条例第３条第２項の知事が定める個人は、常時雇用する労働者

の数が次条第１項第１号に規定する適用対象年の末日（年の中途

において個人の行う事業を廃止した場合には、当該事業の廃止の

日。以下同じ。）現在において５５人以下であって、同日において

雇用保険法第５条第１項の適用事業の事業主である個人とする。

様式第１号（第５条関係） 障害者雇用事業税不均一課税申告書

様式第１号（その１）（法人用）

省略 省略

注 省略

様式第１号（その１）の記載要領

１ 「基準事業年度」の欄は、平成２４年４月１日から平成２５

年３月３１日までの間に開始する最後の事業年度の期間を記

載すること。

２ 省略

３ 常時雇用する労働者の数（当該数の算定に当たっては、

障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３

号。以下「障害者雇用促進法」という。）第４３条第３項に

規定する短時間労働者は、その１人をもって０．５人の労働

注 省略

様式第１号（その１）の記載要領

１ 「基準事業年度」の欄は、平成２１年４月１日から平成２２

年３月３１日までの間に開始する最後の事業年度の期間を記

載すること。

２ 省略

３ 常時雇用する労働者の数
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者に相当するものとみなす。）は、適用対象事業年度終了

の日現在における雇用保険の一般被保険者及び高年齢継続

被保険者の総数を記載すること。

なお、事業所が複数ある場合は、各事業所分を合計した

事業所全体の常時雇用する労働者の総数を記載すること。

４ 雇用障害者数は、各事業年度に属する各月の末日現在に

おける障害者である労働者の数を合計した数を１２で除して

得た数（その数に０．０１未満の端数があるときは、その端数

を切り捨てる。）を記載すること。

なお、雇用障害者数に算入される労働者は、次に掲げる

全て の要件を満たす者に限る。

�～� 省略

� 身体障害者にあっては、障害者雇用促進法

第２条第２号に規定する身体障害者（身

体障害者手帳の等級が１級から６級までに該当する者又

は７級の障害を２つ以上重複して有する者）であるこ

と。

�・� 省略

５ 雇用保険適用事業所番号は、支店又は営業所ごとに複数

の雇用保険の保険関係が成立している場合には、それら全

て の事業所番号を記載すること。

６ 省略

様式第１号（その２）（個人用）

は、適用対象事業年度終了

の日現在における雇用保険の一般被保険者及び高年齢継続

被保険者の総数を記載すること。

なお、事業所が複数ある場合は、各事業所分を合計した

事業所全体の常時雇用する労働者の総数を記載すること。

４ 雇用障害者数は、各事業年度に属する各月の末日現在に

おける障害者である労働者の数を合計した数を１２で除して

得た数（その数に０．０１未満の端数があるときは、その端数

を切り捨てる。）を記載すること。

なお、雇用障害者数に算入される労働者は、次に掲げる

すべての要件を満たす者に限る。

�～� 省略

� 身体障害者にあっては、障害者の雇用の促進等に関す

る法律（昭和３５年法律第１２３号。以下「障害者雇用促進

法」という。）第２条第２号に規定する身体障害者（身

体障害者手帳の等級が１級から６級までに該当する者又

は７級の障害を２つ以上重複して有する者）であるこ

と。

�・� 省略

５ 雇用保険適用事業所番号は、支店又は営業所ごとに複数

の雇用保険の保険関係が成立している場合には、それらす

べての事業所番号を記載すること。

６ 省略

様式第１号（その２）（個人用）

省略 省略

注 省略

様式第１号（その２）の記載要領

１ 「基準年」の欄は、「平成２５年１月１日から平成２５年１２

月３１日まで」と記載すること。

２ 省略

３ 常時雇用する労働者の数（当該数の算定に当たっては、

障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３

号。以下「障害者雇用促進法」という。）第４３条第３項に

規定する短時間労働者は、その１人をもって０．５人の労働

者に相当するものとみなす。）は、適用対象年の末日現在

における雇用保険の一般被保険者及び高年齢継続被保険者

の総数を記載すること。

なお、事業所が複数ある場合は、各事業所分を合計した

事業所全体の常時雇用する労働者の総数を記載すること。

４ 雇用障害者数は、各月の末日現在における障害者である

労働者の数を合計した数を１２で除して得た数（その数に

０．０１未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。）

を記載すること。

なお、雇用障害者数に算入される労働者は、次に掲げる

全て の要件を満たす者に限る。

�～� 省略

� 身体障害者にあっては、障害者雇用促進法

第２条第２号に規定する身体障害者（身

体障害者手帳の等級が１級から６級までに該当する者又

は７級の障害を２つ以上重複して有する者）であるこ

と。

注 省略

様式第１号（その２）の記載要領

１ 「基準年」の欄は、「平成２２年１月１日から平成２２年１２

月３１日まで」と記載すること。

２ 省略

３ 常時雇用する労働者の数

は、適用対象年の末日現在

における雇用保険の一般被保険者及び高年齢継続被保険者

の総数を記載すること。

なお、事業所が複数ある場合は、各事業所分を合計した

事業所全体の常時雇用する労働者の総数を記載すること。

４ 雇用障害者数は、各月の末日現在における障害者である

労働者の数を合計した数を１２で除して得た数（その数に

０．０１未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。）

を記載すること。

なお、雇用障害者数に算入される労働者は、次に掲げる

すべての要件を満たす者に限る。

�～� 省略

� 身体障害者にあっては、障害者の雇用の促進等に関す

る法律（昭和３５年法律第１２３号。以下「障害者雇用促進

法」という。）第２条第２号に規定する身体障害者（身

体障害者手帳の等級が１級から６級までに該当する者又

は７級の障害を２つ以上重複して有する者）であるこ

と。
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附 則

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。ただし、第４条第２項及び様式第１号（その２）の改正規定は、平成２６年１月１日から施

行する。

�愛媛県規則第２３号
愛媛県資源循環促進税条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県資源循環促進税条例施行規則の一部を改正する規則

第１条 愛媛県資源循環促進税条例施行規則（平成１８年愛媛県規則第６４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�・� 省略

５ 雇用保険適用事業所番号は、支店又は営業所ごとに複数

の雇用保険の保険関係が成立している場合には、それら全

て の事業所番号を記載すること。

６ 省略

�・� 省略

５ 雇用保険適用事業所番号は、支店又は営業所ごとに複数

の雇用保険の保険関係が成立している場合には、それらす

べての事業所番号を記載すること。

６ 省略

改 正 後 改 正 前

（書類の様式等）

第２条 次の表の左欄に掲げる書類の様式は、同表の右欄に掲げる

とおりとする。

（書類の様式等）

第２条 次の表の左欄に掲げる書類の様式は、同表の右欄に掲げる

とおりとする。

書類の種類 様 式 書類の種類 様 式

１～８ 省略 １～８ 省略

９ 条例第１４条の２

の申請書

資源循環促進税不均一課税適用申請書

（様式第９号）

１０ 条例第１５条第３

項の修正申告書

資源循環促進税修正申告書（様式第１０

号）

９ 条例第１５条第３

項の修正申告書

資源循環促進税修正申告書（様式第９

号）

１１ 条例第１６条第２

項の申請書

資源循環促進税減免申請書（様式第１１

号）

１０ 条例第１６条第２

項の申請書

資源循環促進税減免申請書（様式第１０

号）

１２ 条例第１７条の通

知書

資源循環促進税通知書兼納額告知書

（様式第１２号）

１１ 条例第１７条の通

知書

資源循環促進税通知書兼納額告知書

（様式第１１号）

２ 省略

（特別徴収義務の消滅の届出）

第３条 条例第１０条第７項の規定による届出は、資源循環促進税特

別徴収義務消滅届出書（様式第１３号）を提出してしなければなら

ない。

（資源循環促進税特別徴収義務者証の再交付）

第７条 省略

２ 前項の申請は、資源循環促進税特別徴収義務者証再交付申請書

（様式第１４号）を知事に提出してしなければならない。この場合

において、破り、又は汚した資源循環促進税特別徴収義務者証を

当該申請書に添えなければならない。

３ 省略

様式第２号（第２条、様式第１３号、様式第１４号関係） 省略

様式第７号（第２条関係） 資源循環促進税産業廃棄物搬入開始届

出書

２ 省略

（特別徴収義務の消滅の届出）

第３条 条例第１０条第７項の規定による届出は、資源循環促進税特

別徴収義務消滅届出書（様式第１２号）を提出してしなければなら

ない。

（資源循環促進税特別徴収義務者証の再交付）

第７条 省略

２ 前項の申請は、資源循環促進税特別徴収義務者証再交付申請書

（様式第１３号）を知事に提出してしなければならない。この場合

において、破り、又は汚した資源循環促進税特別徴収義務者証を

当該申請書に添えなければならない。

３ 省略

様式第２号（第２条、様式第１２号、様式第１３号関係） 省略

様式第７号（第２条関係） 資源循環促進税産業廃棄物搬入開始届

出書

省略 省略

搬入を開始しようとする日 省略 搬入を開始しようとする日又は特別

徴収義務者としての指定を受けた日

省略

注１～４ 省略 注１～４ 省略
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第２条 愛媛県資源循環促進税条例施行規則の一部を次のように改正する。

様式第８号の次に次の１様式を加える。

５ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和４６年

厚生省令第３５号）第１２条の５ に規定する許

可証の写しを添付すること。

様式第８号（第２条関係） 資源循環促進税産業廃棄物搬入変更届

出書

５ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和４６年

厚生省令第３５号）第１０条の６又は第１０条の１８に規定する許

可証の写しを添付すること。

様式第８号（第２条関係） 資源循環促進税産業廃棄物搬入変更届

出書

省略 省略

注１～４ 省略

５ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第

１３７号）第１５条の２の６第１項の変更の許可を受けた場合

は、当該変更後の許可証の写しを添付すること。

様式第１０号 省略

様式第１１号 省略

様式第１２号 省略

様式第１３号 省略

様式第１４号 省略

注１～４ 省略

５ 産業廃棄物処分業の許可に関する事項に変更があった

場合

は、変更後の当該許可証の写しを添付すること。

様式第９号 省略

様式第１０号 省略

様式第１１号 省略

様式第１２号 省略

様式第１３号 省略
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様式第９号（第２条関係） 資源循環促進税不均一課税適用申請書

資源循環促進税不均一課税適用申請書

年 月 日

愛媛県知事 様

申請者
住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） �

申

請

者

フ リ ガ ナ

氏 名 又 は 名 称

住所又は主たる事務所の所在地
（郵便番号 － ）

連 絡 先 電 話 番 号 ＦＡＸ番号

代 表 者 の 職 名 及 び 氏 名 職 名
フ リ ガ ナ

氏 名

代 表 者 の 住 所
（郵便番号 － ）

最
終
処
分
場

名 称

所 在 地

愛媛県資源循環促進税条例（平成１８年

愛媛県条例第５２号。以下「条例」とい

う。）第６条第３項の搬入を開始しよ

うとする日

年 月 日

条例第６条第４項の費用の額の合計額 円

条例第６条第４項の資源循環促進税の

額の合計額
円

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２ 申請者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名することができる。

３ 「条例第６条第４項の費用の額の合計額」欄及び「条例第６条第４項の資源循環促

進税の額の合計額」欄は、それぞれ搬入を開始しようとする日の属する年度の前年度

の２月末日までの合計額を記載すること。

４ 条例第６条第４項の場合に該当する事実を証する書類を添付すること。
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附 則

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第２４号
愛媛県事務処理の特例に関する条例に基づき市町が処理する事務の範囲を定める規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県事務処理の特例に関する条例に基づき市町が処理する事務の範囲を定める規則の一部を改正する規則

愛媛県事務処理の特例に関する条例に基づき市町が処理する事務の範囲を定める規則（平成１２年愛媛県規則第１６号）の一部を次のように

改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第２５号
愛媛県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則を次のように定める。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則

（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５１号。以下

「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（用語）

第２条 この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。

（指定児童発達支援事業者が通所給付決定保護者から支払を受けることができる費用）

第３条 条例第２４条第３項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� 食事の提供に要する費用（児童発達支援センターである指定児童発達支援事業所に係るものに限る。）

� 日用品費

� 前２号に掲げるもののほか、指定児童発達支援において提供される便宜に要する費用のうち、日常生活においても通常必要となるも

のに係る費用であって、通所給付決定保護者に負担させることが適当と認められるもの

２ 前項第１号の費用については、児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成２４年厚生労働省令

第１５号。以下「基準省令」という。）第２３条第４項の別に厚生労働大臣が定めるところによるものとする。

（健康診断）

第４条 条例第３４条第１項ただし書の規則で定める場合は、次の表の左欄に掲げる健康診断が行われた場合であって、当該健康診断がそれ

ぞれ同表の右欄に掲げる健康診断の全部又は一部に相当すると認められるときとする。

児童相談所等における障害児の通所開始前の健康診断 通所する障害児に対する障害児の通所開始時の健康診断

障害児が通学する学校における健康診断 定期の健康診断又は臨時の健康診断

２ 指定児童発達支援事業者は、条例第３４条第１項ただし書の規定により前項の表の右欄に掲げる健康診断の全部又は一部を行わない場合

は、それぞれ同表の左欄に掲げる健康診断の結果を把握しなければならない。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

１～１０ 省略 １～１０ 省略

１１ 特例条例別表４０の項第２５号に規定する

薬事法（昭和３５年法律第１４５号）の施行

のための規則に基づく事務であって規則

で定めるもの

省略 １１ 特例条例別表４０の項第６４号に規定する

薬事法（昭和３５年法律第１４５号）の施行

のための規則に基づく事務であって規則

で定めるもの

省略

１２～２０ 省略 １２～２０ 省略
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（指定児童発達支援の提供に関する記録）

第５条 条例第５６条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 条例第２２条第１項の規定による提供した指定児童発達支援に係る必要な事項の記録

� 児童発達支援計画

� 条例第３６条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第４６条第２項の規定による身体的拘束等の記録

� 条例第５２条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第５４条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

（基準該当児童発達支援の事業についての準用）

第６条 条例第５６条の５において準用する条例第２４条第３項の規則で定める費用については第３条第１項（第１号を除く。）の規定を、条

例第５６条の５において準用する条例第５６条第２項の規則で定める記録については前条の規定を、それぞれ準用する。この場合において、

第３条第１項第３号中「前２号」とあるのは「前号」と、「指定児童発達支援」とあるのは「基準該当児童発達支援」と、前条第１号中

「条例第２２条第１項」とあるのは「条例第５６条の５において準用する条例第２２条第１項」と、「指定児童発達支援」とあるのは「基準該

当児童発達支援」と、同条第２号中「児童発達支援計画」とあるのは「基準該当児童発達支援に係る通所支援計画」と、同条第３号中

「条例第３６条」とあるのは「条例第５６条の５において準用する条例第３６条」と、同条第４号中「条例第４６条第２項」とあるのは「条例第

５６条の５において準用する条例第４６条第２項」と、同条第５号中「条例第５２条第２項」とあるのは「条例第５６条の５において準用する条

例第５２条第２項」と、同条第６号中「条例第５４条第２項」とあるのは「条例第５６条の５において準用する条例第５４条第２項」と読み替え

るものとする。

（指定医療型児童発達支援事業者が通所給付決定保護者から支払を受けることができる費用）

第７条 条例第６２条第３項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� 食事の提供に要する費用

� 日用品費

� 前２号に掲げるもののほか、指定医療型児童発達支援において提供される便宜に要する費用のうち、日常生活においても通常必要と

なるものに係る費用であって、通所給付決定保護者に負担させることが適当と認められるもの

２ 前項第１号の費用については、基準省令第６０条第４項の別に厚生労働大臣が定めるところによるものとする。

（指定医療型児童発達支援の事業についての準用）

第８条 条例第６６条において準用する条例第３４条第１項ただし書の規則で定める場合については第４条第１項の規定を、指定医療型児童発

達支援事業者については同条第２項の規定を、条例第６６条において準用する条例第５６条第２項の規則で定める記録については第５条の規

定を、それぞれ準用する。この場合において、第４条第２項中「条例第３４条第１項ただし書」とあるのは「条例第６６条において準用する

条例第３４条第１項ただし書」と、第５条第１号中「条例第２２条第１項」とあるのは「条例第６６条において準用する条例第２２条第１項」と、

「指定児童発達支援」とあるのは「指定医療型児童発達支援」と、同条第２号中「児童発達支援計画」とあるのは「条例第６６条において

読み替えて準用する条例第２８条第１項に規定する医療型児童発達支援計画」と、同条第３号中「条例第３６条」とあるのは「条例第６４条」

と、同条第４号中「条例第４６条第２項」とあるのは「条例第６６条において準用する条例第４６条第２項」と、同条第５号中「条例第５２条第

２項」とあるのは「条例第６６条において準用する条例第５２条第２項」と、同条第６号中「条例第５４条第２項」とあるのは「条例第６６条に

おいて準用する条例第５４条第２項」と読み替えるものとする。

（指定放課後等デイサービス事業者が通所給付決定保護者から支払を受けることができる費用）

第９条 条例第７２条第３項の規則で定める費用は、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、通所給付決定保護者に負

担させることが適当と認められるものとする。

（指定放課後等デイサービスの提供に関する記録）

第１０条 条例第７３条において準用する条例第５６条第２項の規則で定める記録については、第５条の規定を準用する。この場合において、同

条第１号中「条例第２２条第１項」とあるのは「条例第７３条において準用する条例第２２条第１項」と、「指定児童発達支援」とあるのは

「指定放課後等デイサービス」と、同条第２号中「児童発達支援計画」とあるのは「条例第７３条において読み替えて準用する条例第２８条

第１項に規定する放課後等デイサービス計画」と、同条第３号中「条例第３６条」とあるのは「条例第７３条において準用する条例第３６条」

と、同条第４号中「条例第４６条第２項」とあるのは「条例第７３条において準用する条例第４６条第２項」と、同条第５号中「条例第５２条第

２項」とあるのは「条例第７３条において準用する条例第５２条第２項」と、同条第６号中「条例第５４条第２項」とあるのは「条例第７３条に

おいて準用する条例第５４条第２項」と読み替えるものとする。

（基準該当放課後等デイサービスの事業についての準用）

第１１条 条例第７３条の４において準用する条例第５６条第２項の規則で定める記録については第５条の規定を、条例第７３条の４において準用

する条例第７２条第３項の規則で定める費用については第９条の規定を、それぞれ準用する。この場合において、第５条第１号中「条例第

２２条第１項」とあるのは「条例第７３条の４において準用する条例第２２条第１項」と、「指定児童発達支援」とあるのは「基準該当放課後

等デイサービス」と、同条第２号中「児童発達支援計画」とあるのは「基準該当放課後等デイサービスに係る通所支援計画」と、同条第

３号中「条例第３６条」とあるのは「条例第７３条の４において準用する条例第３６条」と、同条第４号中「条例第４６条第２項」とあるのは

「条例第７３条の４において準用する条例第４６条第２項」と、同条第５号中「条例第５２条第２項」とあるのは「条例第７３条の４において準
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用する条例第５２条第２項」と、同条第６号中「条例第５４条第２項」とあるのは「条例第７３条の４において準用する条例第５４条第２項」と

読み替えるものとする。

（指定保育所等訪問支援事業者が通所給付決定保護者から支払を受けることができる費用）

第１２条 条例第７９条第３項の規則で定める費用は、通所給付決定保護者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域において指定保育所

等訪問支援を提供する場合に要する交通費とする。

（指定保育所等訪問支援の提供に関する記録）

第１３条 条例第８１条において準用する条例第５６条第２項の規則で定める記録については、第５条の規定を準用する。この場合において、同

条第１号中「条例第２２条第１項」とあるのは「条例第８１条において準用する条例第２２条第１項」と、「指定児童発達支援」とあるのは

「指定保育所等訪問支援」と、同条第２号中「児童発達支援計画」とあるのは「条例第８１条において読み替えて準用する条例第２８条第１

項に規定する保育所等訪問支援計画」と、同条第３号中「条例第３６条」とあるのは「条例第８１条において準用する条例第３６条」と、同条

第４号中「条例第４６条第２項」とあるのは「条例第８１条において準用する条例第４６条第２項」と、同条第５号中「条例第５２条第２項」と

あるのは「条例第８１条において準用する条例第５２条第２項」と、同条第６号中「条例第５４条第２項」とあるのは「条例第８１条において準

用する条例第５４条第２項」と読み替えるものとする。

附 則

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第２６号
愛媛県指定障害児入所施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則を次のように定める。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県指定障害児入所施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則

（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県指定障害児入所施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５２号。以下

「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（用語）

第２条 この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。

（指定福祉型障害児入所施設が入所給付決定保護者から支払を受けることができる費用）

第３条 条例第１８条第３項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� 食事の提供に要する費用及び光熱水費（法第２４条の７第１項の規定により特定入所障害児食費等給付費が入所給付決定保護者に支給

された場合は、児童福祉法施行令（昭和２３年政令第７４号）第２７条の６第１項に規定する食費等の基準費用額（法第２４条の７第２項にお

いて準用する法第２４条の３第９項の規定により特定入所障害児食費等給付費が入所給付決定保護者に代わり当該指定福祉型障害児入所

施設に支払われた場合は、同令第２７条の６第１項に規定する食費等の負担限度額）を限度とする。）

� 日用品費

� 前２号に掲げるもののほか、指定入所支援において提供される便宜に要する費用のうち、日常生活においても通常必要となるものに

係る費用であって、入所給付決定保護者に負担させることが適当と認められるもの

２ 前項第１号の費用については、児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準（平成２４年厚生労働省令

第１６号）第１７条第４項の別に厚生労働大臣が定めるところによるものとする。

（健康診断）

第４条 条例第２９条第１項ただし書の規則で定める場合は、次の表の左欄に掲げる健康診断が行われた場合であって、当該健康診断がそれ

ぞれ同表の右欄に掲げる健康診断の全部又は一部に相当すると認められるときとする。

児童相談所等における障害児の入所前の健康診断 入所した障害児に対する障害児の入所時の健康診断

障害児が通学する学校における健康診断 定期の健康診断又は臨時の健康診断

２ 指定福祉型障害児入所施設は、条例第２９条第１項ただし書の規定により前項の表の右欄に掲げる健康診断の全部又は一部を行わない場

合は、それぞれ同表の左欄に掲げる健康診断の結果を把握しなければならない。

（給付金として支払を受けた金銭の管理）

第５条 条例第３２条の規定による金銭の管理は、次に定めるところによりするものとする。

� 障害児に係る給付金として支払を受けた金銭及びこれに準ずるもの（これらの運用により生じた収益を含む。以下「障害児に係る金

銭」という。）をその他の財産と区分すること。

� 障害児に係る金銭を給付金の支給の趣旨に従って用いること。

� 障害児に係る金銭の収支の状況を明らかにする記録を整備すること。

� 障害児が退所した場合は、速やかに、障害児に係る金銭を当該障害児に取得させること。
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（指定入所支援の提供に関する記録）

第６条 条例第５２条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 入所支援計画

� 条例第１６条第１項の規定による提供した指定入所支援に係る必要な事項の記録

� 条例第３３条の規定による都道府県への通知に係る記録

� 条例第４２条第２項の規定による身体的拘束等の記録

� 条例第４８条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第５０条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

（指定医療型障害児入所施設が入所給付決定保護者から支払を受けることができる費用）

第７条 条例第５５条第３項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� 日用品費

� 前号に掲げるもののほか、指定入所支援において提供される便宜に要する費用のうち、日常生活においても通常必要となるものに係

る費用であって、入所給付決定保護者に負担させることが適当と認められるもの

（指定医療型障害児入所施設についての準用）

第８条 条例第５８条において準用する条例第２９条第１項ただし書の規則で定める場合については第４条第１項の規定を、指定医療型障害児

入所施設については同条第２項の規定を、条例第５８条において準用する条例第３２条の規定による金銭の管理については第５条の規定を、

条例第５８条において準用する条例第５２条第２項の規則で定める記録については第６条の規定を、それぞれ準用する。この場合において、

第４条第２項中「条例第２９条第１項ただし書」とあるのは「条例第５８条において準用する条例第２９条第１項ただし書」と、第６条第２号

中「条例第１６条第１項」とあるのは「条例第５８条において準用する条例第１６条第１項」と、同条第３号中「条例第３３条」とあるのは「条

例第５８条において準用する条例第３３条」と、同条第４号中「条例第４２条第２項」とあるのは「条例第５８条において準用する条例第４２条第

２項」と、同条第５号中「条例第４８条第２項」とあるのは「条例第５８条において準用する条例第４８条第２項」と、同条第６号中「条例第

５０条第２項」とあるのは「条例第５８条において準用する条例第５０条第２項」と読み替えるものとする。

附 則

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第２７号
愛媛県屋外広告物条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県屋外広告物条例施行規則の一部を改正する規則

第１条 愛媛県屋外広告物条例施行規則（昭和３９年愛媛県規則第９３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

第３０条 省略

様式第２号（第６条関係） 屋外広告物許可申請書

（表）

（許可手数料）

第３０条 条例第４７条第１項第１号の規定による手数料の額は、別表

第４のとおりとする。

第３１条 省略

様式第２号（第６条関係） 屋外広告物許可申請書

（表）

省 略 省 略

規 制 地 域 の 区

分

省略

□ 条例第６条第１項 に規定する地域

規 制 地 域 の 区

分

省略

□ 条例第６条第１項第 号に規定する地域

省 略 省 略

※

許

可

通

知

欄

省略 ※

許

可

通

知

欄

省略

許可手数料 許可手数料 （規則別表第４ に該当）

省略 省略

注 省略 注 省略

愛 媛 県 報平成２５年３月２６日 第２４５６号外２

２２



第２条 愛媛県屋外広告物条例施行規則の一部を次のように改正する。

別表第４を削る。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

（裏） 省略 （裏） 省略

平成２５年３月２６日 発行

愛 媛 県 報平成２５年３月２６日 第２４５６号外２

２３


